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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第122期

中間連結会計期間
第123期

中間連結会計期間
第122期

会計期間
自　2023年４月１日
至　2023年９月30日

自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2023年４月１日
至　2024年３月31日

売上高 (百万円) 936,878 837,387 2,005,518

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 5,155 18,685 △19,834

親会社株主に帰属する中間

（当期）純利益
(百万円) 16,249 10,676 17,163

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 39,296 △8,395 83,067

純資産 (百万円) 929,845 919,298 948,059

総資産 (百万円) 2,367,948 2,387,690 2,538,769

１株当たり
中間（当期）純利益

(円) 22.10 15.20 23.57

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 36.9 36.0 35.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △51,567 19,127 △21,253

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,679 △21,458 △5,358

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △68,107 △54,514 △23,972

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

(百万円) 263,573 285,926 339,240

　（注）１　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】
 

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況の分析

①経営成績

　当中間連結会計期間の日本経済は、雇用・所得環境の改善の下、インバウンド需要の拡大等に
より景気の緩やかな回復が継続しましたが、引き続き、中国経済の先行き懸念等による海外景気
の下振れや、金融資本市場の変動等の状況を注視していく必要があります。
　建設業界においては、公共投資の底堅い推移と民間設備投資の持ち直しの動きが見られました
が、供給面では、建設資材やエネルギー価格、労務費をはじめとする建設コストの上昇等による
影響があり、厳しい経営環境が続きました。
　このような状況のもと、当社グループの当中間連結会計期間の売上高は、完成工事高が減少し
たことから、前年同期に比べ10.6％減少し8,373億円となりました。
　利益については、工事採算の改善に伴う完成工事総利益の増加などにより、営業利益は前年同
期に比べ175億円増加し177億円、経常利益は135億円増加し186億円となりました。親会社株主に
帰属する中間純利益は、保有株式の売却に伴う固定資産売却益が前年同期に比べ大きく減少した
ことなどにより、55億円減少し106億円となりました。
 

　セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。
　なお、前連結会計年度の第４四半期から従来「その他」に含めていた「道路舗装事業」の量的
な重要性が増したため、新たに報告セグメントとして区分しております。また、当中間連結会計
期間の前年同期との比較・分析は、変更後の区分に基づいております。（セグメントごとの経営
成績については、セグメント間の内部売上高又は振替高を含めて記載しております。また、報告
セグメントの利益は、中間連結財務諸表の作成にあたって計上した引当金の繰入額及び取崩額を
含んでおりません。なお、セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行ってお
ります。詳細は、「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　（セグメント情報等）」をご覧
ください。）
 

(当社建設事業)
　当中間連結会計期間の売上高は、前年同期に比べ16.3％減少し5,882億円となったものの、セグ
メント利益は工事採算の改善により前年同期に比べ112億円増加し50億円となりました。
　なお、セグメント情報の当社建設事業における完成工事総利益に、引当金の繰入額及び取崩額
を含めるなどの調整を行った当社個別の完成工事総利益は、前年同期に比べ107.9％増加し428億
円となりました。
 

(当社投資開発事業)
　当中間連結会計期間の売上高は、前年同期に比べ43.6％減少し163億円となり、セグメント利益
は前年同期に比べ34.6％減少し37億円となりました。
 

(道路舗装事業)
　当中間連結会計期間の売上高は、前年同期に比べ1.7％減少し730億円となり、セグメント利益
は前年同期に比べ7.3％減少し26億円となりました。
 

(その他)
　当社が営んでいるエンジニアリング事業、グリーンエネルギー開発事業、建物ライフサイクル
事業及び子会社が営んでいる各種事業の当中間連結会計期間の売上高は、前年同期に比べ7.1％増
加し2,115億円となり、セグメント利益は前年同期に比べ75.1％増加し81億円となりました。
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②財政状態

(資産の部)
　当中間連結会計期間末の資産の部は、現金同等物（現金預金及び有価証券に含まれる譲渡性預
金）や受取手形・完成工事未収入金等の減少などにより、前連結会計年度末に比べ1,510億円減少
し２兆3,876億円となりました。
 

(負債の部)
　当中間連結会計期間末の負債の部は、連結有利子負債や支払手形・工事未払金等の減少などに
より、前連結会計年度末に比べ1,223億円減少し１兆4,683億円となりました。なお、連結有利子
負債の残高は5,747億円となり、前連結会計年度末に比べ284億円の減少となりました。
 

(純資産の部)
　当中間連結会計期間末の純資産の部は、自己株式の取得や保有株式の時価の下落に伴うその他
有価証券評価差額金の減少などにより、前連結会計年度末に比べ287億円減少し9,192億円となり
ました。なお、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ1.0ポイント上昇し36.0％となりました。
 

 

(2) キャッシュ・フローの状況の分析

　当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況については、営業活動により191億円資金が増
加しましたが、投資活動により214億円、財務活動により545億円それぞれ資金が減少した結果、
現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末の残高は、前連結会計年度末に比べ533億円減少し
2,859億円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)
　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益200億円を計上したことなどに
より191億円の資金増加となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)
　投資活動によるキャッシュ・フローは、賃貸事業をはじめとする事業用固定資産の取得などに
より214億円の資金減少となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)
　財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済や自己株式の取得などにより545億円の資
金減少となりました。
 

 

(3) 経営方針・経営戦略等並びに優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等並びに優先的
に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありません。
 

 

(4) 研究開発活動

　当中間連結会計期間における研究開発費は94億円であります。なお、当中間連結会計期間にお
いて、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
 

 

３【経営上の重要な契約等】

　特記事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,500,000,000

計 1,500,000,000

 

② 【発行済株式】
 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2024年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年11月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 743,676,313 743,676,313

東京証券取引所
　プライム市場
名古屋証券取引所
　プレミア市場

権利内容に何ら限定

のない株式であり、

単元株式数は100株

であります。

計 743,676,313 743,676,313 ― ―

 

(2)【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2024年４月１日～
2024年９月30日

― 743,676,313 ― 74,365 ― 43,143
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(5)【大株主の状況】
 

  （2024年９月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号 98,299 14.08

清水地所株式会社 東京都中央区京橋二丁目18番３号 77,581 11.12

社会福祉法人清水基金 東京都中央区日本橋三丁目12番２号 38,726 5.55

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 35,821 5.13

清水建設グループ従業員持株会 東京都中央区京橋二丁目16番１号 17,850 2.56

一般財団法人住総研 東京都中央区日本橋三丁目12番２号 17,420 2.50

富国生命保険相互会社 東京都千代田区内幸町二丁目２番２号 13,552 1.94

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 10,564 1.51

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY
505001
（常任代理人 株式会社みずほ銀行）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1,BOSTON,
MASSACHUSETTS
（東京都港区港南二丁目15番１号）

10,087 1.45

住友不動産株式会社 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 10,000 1.43

計 ― 329,904 47.27

(注)１　社会福祉法人清水基金とは、元社長故清水康雄の遺志により、当社株式を基本財産とし、その配当金を心身

障がい者施設に寄付することを目的として設立された法人であります。
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２　2024年６月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、ブラックロック・

ジャパン株式会社及びその共同保有者が2024年５月31日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載

されているものの、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記

大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所

保有株券

等の数

（千株）

株券等保有

割合

（％）

ブラックロック・ジャパン株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目８番３号 11,817 1.59

ブラックロック（ネザーランド）BV

(BlackRock (Netherlands) BV)

オランダ王国 アムステルダム HA1096

アムステルプレイン １
1,160 0.16

ブラックロック・ファンド・マネ

ジャーズ・リミテッド(BlackRock

Fund Managers Limited)

英国 ロンドン市 スログモートン・ア

ベニュー 12
1,474 0.20

ブラックロック・アセット・マネジメ

ント・アイルランド・リミテッド

(BlackRock Asset Management

Ireland Limited)

アイルランド共和国 ダブリン ボール

スブリッジ ボールスブリッジパーク

２ １階

1,361 0.18

ブラックロック・ファンド・アドバイ

ザーズ(BlackRock Fund Advisors)

米国 カリフォルニア州 サンフランシ

スコ市 ハワード・ストリート 400
5,809 0.78

ブラックロック・インスティテュー

ショナル・トラスト・カンパニー、エ

ヌ．エイ．(BlackRock Institutional

Trust Company, N.A.)

米国 カリフォルニア州 サンフランシ

スコ市 ハワード・ストリート 400
3,836 0.52

計 － 25,459 3.42

 

３　2024年９月20日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、野村證券株式会社
及びその共同保有者が2024年９月13日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているもの
の、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況に
は含めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所

保有株券

等の数

（千株）

株券等保有

割合

（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号 1,317 0.18

ノムラ　インターナショナル　ピーエ
ルシー（NOMURA INTERNATIONAL PLC）

１ Angel Lane,London EC4R 3AB,

United Kingdom
△507 △0.07

野村アセットマネジメント株式会社 東京都江東区豊洲二丁目２番１号 28,042 3.77

計 － 28,852 3.88
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(6)【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    （2024年９月30日現在）

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

－ 単元株式数100株
普通株式 45,760,800

完全議決権株式(その他) 普通株式 697,552,800 6,975,518 同上

単元未満株式 普通株式 362,713 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  743,676,313 － －

総株主の議決権  － 6,975,518 －

　（注）　完全議決権株式(その他)の株式数には、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない

　　　　　株式1,000株を含めております。なお、議決権の数には、これらの株式に係る議決権を含めておりません。

 

② 【自己株式等】

    （2024年９月30日現在）

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
清水建設株式会社

東京都中央区京橋二丁目16番１号 45,760,800 － 45,760,800 6.15

計 － 45,760,800 － 45,760,800 6.15

　（注）　このほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株あります。

　　　　　当該株式数は上記「発行済株式」の完全議決権株式(その他)の株式数に含めております。

 

 

２【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１ 中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年

大蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（1949年建設省令第14号）に準じて記載しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連

結財務諸表規則第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。
 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１

日から2024年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による

期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 270,256 253,943

受取手形・完成工事未収入金等 903,841 781,732

有価証券 69,000 32,000

販売用不動産 12,881 5,644

未成工事支出金 42,980 49,952

開発事業支出金 29,015 37,433

その他の棚卸資産 ※ 4,061 ※ 3,800

その他 140,520 168,652

貸倒引当金 △1,877 △1,314

流動資産合計 1,470,680 1,331,845

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 258,923 259,442

土地 289,275 298,134

その他（純額） 90,383 89,557

有形固定資産合計 638,582 647,134

無形固定資産 22,215 21,700

投資その他の資産   

投資有価証券 373,014 342,061

その他 36,297 46,950

貸倒引当金 △2,021 △2,000

投資その他の資産合計 407,290 387,011

固定資産合計 1,068,089 1,055,845

資産合計 2,538,769 2,387,690

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 377,767 301,263

短期借入金 242,147 244,580

１年内返済予定のノンリコース借入金 30,954 19,300

１年内償還予定の社債 20,000 40,000

未成工事受入金 152,741 182,672

完成工事補償引当金 4,179 3,827

工事損失引当金 125,791 107,811

その他 234,813 199,643

流動負債合計 1,188,396 1,099,099

固定負債   

社債 125,000 106,000

長期借入金 131,890 110,565

ノンリコース借入金 53,196 54,339

退職給付に係る負債 38,748 39,828

その他 53,478 58,558

固定負債合計 402,313 369,292

負債合計 1,590,709 1,468,392
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 74,365 74,365

資本剰余金 43,586 43,586

利益剰余金 586,761 592,794

自己株式 △27,506 △42,026

株主資本合計 677,206 668,720

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 164,048 139,020

繰延ヘッジ損益 △178 158

土地再評価差額金 24,746 24,746

為替換算調整勘定 5,855 10,731

退職給付に係る調整累計額 16,861 16,222

その他の包括利益累計額合計 211,332 190,879

非支配株主持分 59,520 59,698

純資産合計 948,059 919,298

負債純資産合計 2,538,769 2,387,690
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高   

完成工事高 842,339 732,759

開発事業等売上高 94,539 104,628

売上高合計 936,878 837,387

売上原価   

完成工事原価 804,695 673,030

開発事業等売上原価 80,165 90,160

売上原価合計 884,861 763,190

売上総利益   

完成工事総利益 37,643 59,728

開発事業等総利益 14,374 14,467

売上総利益合計 52,017 74,196

販売費及び一般管理費 ※ 51,852 ※ 56,495

営業利益 165 17,700

営業外収益   

受取利息 1,125 1,827

受取配当金 2,762 3,263

為替差益 3,340 －

その他 1,198 1,722

営業外収益合計 8,427 6,813

営業外費用   

支払利息 2,531 2,794

為替差損 － 2,161

その他 905 872

営業外費用合計 3,436 5,828

経常利益 5,155 18,685

特別利益   

固定資産売却益 22,418 1,369

特別利益合計 22,418 1,369

特別損失   

固定資産売却損 49 4

投資有価証券評価損 5 7

特別損失合計 55 11

税金等調整前中間純利益 27,519 20,043

法人税等 10,444 8,229

中間純利益 17,075 11,814

非支配株主に帰属する中間純利益 825 1,137

親会社株主に帰属する中間純利益 16,249 10,676
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【中間連結包括利益計算書】
  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 17,075 11,814

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 19,166 △25,051

繰延ヘッジ損益 △76 337

為替換算調整勘定 3,024 5,125

退職給付に係る調整額 32 △640

持分法適用会社に対する持分相当額 74 18

その他の包括利益合計 22,221 △20,210

中間包括利益 39,296 △8,395

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 38,192 △9,775

非支配株主に係る中間包括利益 1,103 1,379
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
 

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 27,519 20,043

減価償却費 14,265 16,358

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △610

工事損失引当金の増減額（△は減少） △9,346 △17,980

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,104 119

固定資産売却損益（△は益） 29 △20

投資有価証券評価損益（△は益） 5 7

投資有価証券売却損益（△は益） △22,398 △1,345

受取利息及び受取配当金 △3,888 △5,091

支払利息 2,531 2,794

売上債権の増減額（△は増加） 15,997 123,304

販売用不動産の増減額（△は増加） △1,204 7,236

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,162 △6,815

開発事業支出金の増減額（△は増加） △132 △8,417

その他の棚卸資産の増減額（△は増加） △148 263

仕入債務の増減額（△は減少） △51,252 △77,387

未成工事受入金の増減額（△は減少） △6,485 29,101

その他 4,656 △44,308

小計 △29,911 37,252

利息及び配当金の受取額 4,016 5,322

利息の支払額 △2,531 △2,924

法人税等の支払額 △23,142 △20,523

営業活動によるキャッシュ・フロー △51,567 19,127

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △26,645 △18,318

有形固定資産の売却による収入 116 60

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △1,427 △5,221

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 25,289 3,044

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△2,297 △33

その他 △1,713 △990

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,679 △21,458

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △90,919 △28,774

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 35,000 －

長期借入れによる収入 20,053 19,900

長期借入金の返済による支出 △11,489 △12,543

ノンリコース借入れによる収入 2,396 4,808

ノンリコース借入金の返済による支出 △4,448 △18,286

社債の発行による収入 － 11,000

社債の償還による支出 － △10,000

自己株式の取得による支出 △9,419 △14,519

配当金の支払額 △7,779 △4,643

その他 △1,500 △1,455

財務活動によるキャッシュ・フロー △68,107 △54,514

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,177 3,531

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △123,176 △53,314

現金及び現金同等物の期首残高 386,750 339,240

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 263,573 ※ 285,926
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【注記事項】

（会計方針の変更）
（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年

改正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第

20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経

過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の適用が中間連結財務諸表に与える影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸

表における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から

適用しております。当該会計方針の適用は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度について

は遡及適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の適用が前中間連

結会計期間の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。

 

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）
（税金費用の計算）

税金費用については、原則として、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。ただし、見積実効税率を使用できない場合には、法定実効税率を使用しております。

 

 

（中間連結貸借対照表関係）
１　※　その他の棚卸資産の内訳

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

商品 972百万円 780百万円

材料貯蔵品 2,572 2,442

ＰＦＩ事業等支出金 516 577

 

２　保証債務

　下記の会社等の借入金等に対して保証を行っております。

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

WINDAS DEVELOPMENT社(注） 3,263百万円 3,072百万円

従業員（住宅取得資金） 0 0

計 3,264 3,073

（注）WINDAS DEVELOPMENT社は、当社の関連会社の出資先であります。

 

 

（中間連結損益計算書関係）
※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

 
　前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

　　至　2024年９月30日）

従業員給料手当 17,904百万円 19,193百万円

退職給付費用 846 602
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間

（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

現金預金勘定 242,604百万円 253,943百万円

有価証券勘定に含まれる譲渡性預金 21,000 32,000

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △30 △17

現金及び現金同等物 263,573 285,926
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（株主資本等関係）
前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

（１）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日

定時株主総会
普通株式 7,779百万円 10円50銭 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金

 
 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後とな

るもの

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月７日

取締役会
普通株式 9,863百万円 13円50銭 2023年９月30日 2023年12月４日 利益剰余金

 

（３）株主資本の金額の著しい変動

当社は、2023年４月26日開催の取締役会において、当社普通株式32,000,000株、取得価額の総額20,000百

万円を上限とした自己株式の取得を決議し、当中間連結会計期間に当社普通株式10,268,600株を9,418百万

円で取得しました。

また、同日開催の取締役会決議に基づき、2023年５月12日付で自己株式44,838,300株の消却を実施しまし

た。この消却により、資本剰余金が１百万円、利益剰余金が38,892百万円、自己株式が38,894百万円それぞ

れ減少しております。

これらの結果等により、当中間連結会計期間末において、「資本剰余金」は43,697百万円、「利益剰余

金」は594,851百万円、「自己株式」は11,825百万円となりました。

 

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（１）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月27日

定時株主総会
普通株式 4,643百万円 ６円50銭 2024年３月31日 2024年６月28日 利益剰余金

 
 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後とな

るもの

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月12日

取締役会
普通株式 12,213百万円 17円50銭 2024年９月30日 2024年12月３日 利益剰余金

 

（３）株主資本の金額の著しい変動

当社は、2024年２月８日開催の取締役会において、当社普通株式13,000,000株、取得価額の総額10,000百

万円を上限とした自己株式の取得を決議し、当中間連結会計期間に当社普通株式5,005,800株を4,518百万円

で取得しました。

また、2024年５月13日開催の取締役会において、当社普通株式13,000,000株、取得価額の総額10,000百万

円を上限とした自己株式の取得を決議し、当中間連結会計期間に当社普通株式11,403,800株を9,999百万円

で取得しました。

当該自己株式の取得等により、当中間連結会計期間において自己株式が14,519百万円増加し、当中間連結

会計期間末の「自己株式」は42,026百万円となりました。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】
１　報告セグメントの変更等に関する事項

　前連結会計年度の第４四半期から、従来「その他」に含めていた「道路舗装事業」の量的な重要性が増したた

め、新たな報告セグメントとして区分しております。

　なお、前中間連結会計期間のセグメント情報については、変更後の報告セグメントの区分により作成したもの

を記載しております。

 

２　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

      （単位：百万円）

 
当社建設
事業

当社投資開発
事業

道路舗装
事業

その他
(注２)

合計
調整額
（注３）

中間連結損益
計算書計上額

売上高        

外部顧客への売上高 700,765 28,775 64,976 142,361 936,878 － 936,878

セグメント間の内部

売上高又は振替高
2,040 128 9,319 55,160 66,647 △66,647 －

計 702,806 28,903 74,295 197,522 1,003,526 △66,647 936,878

セグメント利益

又は損失(△)（注１）
△6,125 5,756 2,817 4,658 7,106 △6,941 165

（注）１　セグメント利益又は損失(△)は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。なお、

報告セグメントの利益又は損失(△)には、引当金の繰入額及び取崩額を含んでおりません。

　　　２　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、当社が営んでいるエン

ジニアリング事業、ＬＣＶ事業及び子会社（日本道路株式会社を除く）が営んでいる各種事業を含

んでおります。

　　　３　セグメント利益又は損失(△)の調整額△6,941百万円は、セグメント間取引消去等であります。

 

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

      （単位：百万円）

 
当社建設
事業

当社投資開発
事業

道路舗装
事業

その他
(注２)

合計
調整額
（注３）

中間連結損益
計算書計上額

売上高        

外部顧客への売上高 592,175 16,102 66,576 162,533 837,387 － 837,387

セグメント間の内部

売上高又は振替高
△3,973 205 6,487 49,034 51,754 △51,754 －

計 588,202 16,307 73,063 211,567 889,141 △51,754 837,387

セグメント利益（注１） 5,085 3,764 2,612 8,154 19,617 △1,916 17,700

（注）１　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。なお、報告セグメン

トの利益には、引当金の繰入額及び取崩額を含んでおりません。

　　　２　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、当社が営んでいるエン

ジニアリング事業、グリーンエネルギー開発事業、建物ライフサイクル事業及び子会社（日本道路

株式会社を除く）が営んでいる各種事業を含んでおります。

　　　３　セグメント利益の調整額△1,916百万円は、セグメント間取引消去等であります。
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（収益認識関係）
顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（セグメント情報等）に記載のとおり、前連結会計年度の第４四半期から、セグメント情報の報告セグメントの

区分を変更しているため、前中間連結会計期間の情報については、変更後の区分により作成したものを記載してお

ります。

 

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

（単位：百万円）

 当社建設事業
当社

投資開発

事業

道路舗装

事業
その他 合計 建築 土木

計
 国内 海外 国内 海外

連結会社の

売上高
571,087 16,838 96,053 21,085 705,064 28,837 74,295 195,445 1,003,643

連結会社間の

売上高
△4,298 － － － △4,298 △62 △9,319 △53,083 △66,764

外部顧客への

売上高
566,788 16,838 96,053 21,085 700,765 28,775 64,976 142,361 936,878

（注）「当社投資開発事業」、「道路舗装事業」及び「その他」には、賃貸事業等による売上高を含んでおります。

 

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（単位：百万円）

 当社建設事業
当社

投資開発

事業

道路舗装

事業
その他 合計 建築 土木

計
 国内 海外 国内 海外

連結会社の

売上高
445,357 21,444 111,219 21,180 599,202 16,217 73,063 210,126 898,609

連結会社間の

売上高
△7,026 － － － △7,026 △115 △6,487 △47,593 △61,222

外部顧客への

売上高
438,330 21,444 111,219 21,180 592,175 16,102 66,576 162,533 837,387

（注）「当社投資開発事業」、「道路舗装事業」及び「その他」には、賃貸事業等による売上高を含んでおります。
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（１株当たり情報）
　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

　１株当たり中間純利益 22.10円 15.20円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 16,249 10,676

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間

純利益（百万円）
16,249 10,676

普通株式の期中平均株式数（千株） 735,405 702,535

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

　　　記載しておりません。
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（重要な後発事象）

自己株式の取得及び消却

　当社は、2024年11月12日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議するとともに、同法第178条の規定に基づき、

自己株式の消却に係る事項を決議しました。

 

１ 自己株式の取得及び消却を行う理由

　 資本効率の向上による更なる企業価値向上を図るため。

 

２ 取得に係る事項の内容

(1)取得対象株式の種類 当社普通株式

(2)

 

取得する株式の総数

 

26,000,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 3.73％）

(3)株式の取得価額の総額 200億円（上限）

(4)取得期間 2024年11月13日～2025年３月31日

(5)取得方法 東京証券取引所における市場買付

 

３ 消却に係る事項の内容

(1)消却対象株式の種類 当社普通株式

(2)

 

消却する株式の総数

 

26,986,900株（2023年度に市場買付で取得した自己株式全数）

（消却前の発行済株式総数に対する割合 3.63％）

(3)消却後の発行済株式総数 716,689,413株

(4)消却予定日 2024年11月29日
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２【その他】

2024年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。

　（１）中間配当による配当金の総額…………………12,213百万円

　（２）１株当たりの金額………………………………17円50銭

　（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日………2024年12月３日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月13日

清水建設株式会社

取締役社長　井上　和幸殿

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　秀之

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 澤部　直彦

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている清水建設株式会

社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、清水建設株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
 

以　上

(注)１　上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管している。

　　２　ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていない。
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